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橋下市長は、９月市議会開会にあたって市立

玉造幼稚園をはじめ６園を民営化、３園を廃園

する計画案を発表しました。 

市長が言う「市立幼稚園の人件費などコスト

が高い。待機児童の解消になる」ってほんとう

でしょうか？ 

今回の新たな提案である「公私連携幼保連携

型認定こども園」は幼児教育や地域と共に歩ん

できた子育ては守られるのでしょうか？ 
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